
平成21年12月期 第2四半期決算短信 

平成21年7月31日

（百万円未満四捨五入）

上場会社名 スミダコーポレーション株式会社 上場取引所 東 
コード番号 6817 URL http://www.sumida.com
代表者 （役職名） 代表執行役CEO （氏名） 八幡 滋行
問合せ先責任者 （役職名） 代表執行役CFO （氏名） 松田 三郎 TEL 03-3272-7100
四半期報告書提出予定日 平成21年8月10日 配当支払開始予定日 平成21年8月20日

1.  平成21年12月期第2四半期の連結業績（平成21年1月1日～平成21年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年12月期第2四半期 18,645 △38.5 △1,722 ― △1,697 ― △2,065 ―
20年12月期第2四半期 30,314 △14.1 2,093 6.9 1,327 △42.6 485 △53.2

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

21年12月期第2四半期 △107.49 ―
20年12月期第2四半期 25.22 21.62

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年12月期第2四半期 53,675 12,458 21.6 602.09
20年12月期 60,814 14,700 22.7 718.04

（参考） 自己資本   21年12月期第2四半期  11,568百万円 20年12月期  13,795百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金
（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年12月期 10.00 10.00 10.00 10.00 40.00
21年12月期 5.00 5.00
21年12月期 

（予想）
5.00 5.00 20.00

3.  平成21年12月期の連結業績予想（平成21年1月1日～平成21年12月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 43,100 △22.7 △1,250 ― △1,600 ― △2,000 ― △104.10



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料は、当社の評価を行うための参考資料となる情報提供のみを目的としたものです。投資等の最終決定はご自身の判断でなさるようお願いいたしま
す。投資の結果等に対する責任は負いかねますのでご了承下さい。また、当資料に掲載されている予想数値あるいは将来に関する記述の部分は、資料
作成時点の判断ですが、その内容の完全性・正確性を会社として保証するものではありません。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年12月期第2四半期 19,944,317株 20年12月期  19,944,317株
② 期末自己株式数 21年12月期第2四半期  731,463株 20年12月期  731,545株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年12月期第2四半期 19,212,802株 20年12月期第2四半期 19,213,061株
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 世界経済は金融不全と生産減退の連鎖に見舞われた最悪期を脱し、緩やかな回復局面を迎えています。 

 アメリカの実質GDP成長率は総額7,870億米ドルの景気対策法の成立による個人消費の改善が大きく寄与し、平

成21年第１四半期5.5％減から第２四半期は1.8％減にマイナス幅が縮小したものと推定されます。続く第３四半

期は1.0％増とプラス成長への転換が期待されます。ヨーロッパは輸出減少に歯止めがかかり、第２四半期に景気

が底入れしたものと推測されます。消費者物価の安定で個人消費が底堅く、設備投資もやや持ち直している模様

です。ただ、主要輸出先である中・東欧の厳しい経済状況が続くため、回復は微弱なものが予想されます。日本

は第１四半期景気が低迷したものの、経済対策の効果が個人消費の一部に見られるのに加えて、自動車、電子部

品を中心に在庫調整が進展し、中国等アジア向け輸出が堅調に推移するため、回復基調を辿るものと考えられま

す。中国のGDPは４兆元の景気対策を映し第１四半期前年同期比6.1％増、第２四半期同7.9％増と成長率が拡大し

ています。 

 世界の電子機器市場ではPC、携帯電話、デジタルスチルカメラなど主力製品の最終需要が平成21年第１四半期

急速に減少した後、第２四半期以降徐々に回復しつつあります。PCの出荷台数は平成21年第１四半期前年同期比

7.1％減の63百万台から第２四半期同3.1％減の66百万台と減少幅が縮小しています。携帯電話の販売台数は平成

21年第１四半期同15.8％減の245百万台に低迷した後、第２四半期には底打ち感が見られます。デジタルスチルカ

メラの出荷台数は平成21年第１四半期同29.0％減の17百万台に減少し、第２四半期は４月、５月と前年同月比

20％台前半の減少で推移しています。また、日米欧の大手自動車メーカーの生産調整の影響を最後に受けた車載

用電子部品の需要も各社の減産体制の緩和を背景に自動車の安全性、エネルギー効率性など必要性の高い順から

引き合いが活発化しています。 

 こうした中、当社グループは原材料価格の低減や、生産性向上による労務費の抑制、製造経費の圧縮を中心と

した中国、ベトナム、タイ、メキシコ、ルーマニア、スロベニア等製造現場の効率的運営や開発、販売、管理部

門の経費削減に注力いたしました。 

 当第２四半期連結会計期間の売上高は前年同期比35.0％減の10,066百万円となりました。 

 アジア・パシフィック事業は前年同期比35.2%減少しておりますが、今第１四半期連結会計期間と比べますと

23.2％増の5,721百万円となっております。ＥＵ事業は、現地通貨ベースの前年同期比で35%減の水準でありまし

たが、円高ユーロ安が進行したことで前年同期比48.3％減の3,433百万円となりました。環境・エネルギー事業の

売上912百万円を加えたグループ全体の売上高10,066百万円は、今第１四半期連結会計期間の売上高8,579百万円

に比べ増収1,487百万円（17.3％増）となっております。 

 利益面では、アジア・パシフィック事業は前年同期と比べ減益となったものの、売上増加により損益分岐点を

超え、四半期ベースで黒字に転換しております。また、環境・エネルギー事業も同様に四半期ベースで黒字に転

換しております。しかしＥＵ事業はヨーロッパ全体の市況の回復が遅れ、未だ利益を出す売上水準に至っており

ません。結果として、今第１四半期連結会計期間に比べて売上が増加したこと、原材料費、労務費等原価低減や

経費削減に力を注いだことなどから、営業損益は今第１四半期連結会計期間の1,345百万円の営業損失から約

1,000百万円改善したものの、グループ全体で377百万円の営業損失を計上しました。 

 為替動向により、今第１四半期連結会計期間には評価益がでていたデリバティブに評価損が発生したことなど

から、経常損益は640百万円の損失となりました。また、特別損失で事業売却金額修正損、事業構造改善費用を計

上したことにより、四半期純損益は994百万円の損失となりました。 

  

（事業の種類別セグメントの状況） 

Ⅰ．アジア・パシフィック事業 

 アジア・パシフィック事業の売上高は、パワーソリューション、パワーインダクタ、シグナル等マグネテ

ィックスやインバータが４割前後、オートモーティブが３割弱減少したため、5,721百万円になりました。 

1.マグネティックス 

 マグネティックスの売上高は、パワーソリューション、パワーインダクタ、シグナルともに減少した

ため、3,421百万円となりました。 

a) パワーソリューション 

 パワーソリューションの売上高は513百万円になりました。 

 地域別では台湾が増加したものの、香港・中国、日本、ヨーロッパ、アメリカ、シンガポールが減

少しました。使用製品別では、音響・映像機器、産業機器、娯楽機器、エアコン、PC及びPC周辺機器

向けが減少しました。 

b) パワーインダクタ 

 パワーインダクタの売上高は2,124百万円となりました。 

 地域別では、香港・中国、日本、ヨーロッパ、アメリカ、シンガポール、台湾の総ての地域で減少

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報
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しました。使用製品別では、PC及びPC周辺機器、音響・映像機器、娯楽機器、電話機、自動車機器向

けが減少しました。 

c) シグナル 

 シグナルの売上高は784百万円になりました。 

 地域別ではシンガポールが増加したものの、日本、香港・中国、ヨーロッパ、アメリカ、台湾が減

少しました。使用製品別ではタグ向けが増加したものの、自動車機器、音響・映像機器、OA機器、PC

及びPC周辺機器向けが減少しました。 

2.インバータ 

 インバータの売上高は181百万円になりました。 

 地域別では香港・中国、シンガポールが増加したのに対して、日本、アメリカ、台湾、ヨーロッパが

減少いたしました。使用製品別では、娯楽機器けが増加した一方で、液晶TV、トランス、その他モニタ

ー向けが減少いたしました。 

3.オートモーティブ 

 オートモーティブの売上高は1,994百万円となりました。 

 地域別では香港・中国、シンガポールが増加した反面、ヨーロッパ、アメリカ、日本が減少しまし

た。使用製品別では直噴エンジン用インジェクション向けが増加した反面、ABS、キーレスエントリー、

カーエアコン向けが縮小しました。  

4.その他製品 

 その他製品の売上高は125百万円になりました。 

 その他製品は前年まで原材料がほとんどを占めていましたが、本年は北米での従来のスミダとVOGTの

統合に伴って発生したVOGT製品の販売が寄与しています。 

  

Ⅱ．ＥＵ事業 

 ＥＵ事業の売上高は3,433百万円となりました。原材料控除から原材料込みへの売上計上方式の変更で

VOGTのEMS部門が増加したのに対して、自動車機器分野を中心とした顧客の急激な生産調整の影響からVOGT

コンポーネント、STELCO、PANTAが減少しております。 

  

Ⅲ．環境・エネルギー事業 

 平成20年10月に買収したエイワとモステックによって構成される環境・エネルギー事業は売上高912百万

円を計上いたしました。 

  

（所在地別セグメントの状況） 

① 日本 

 国内におきましては、パワーソリューション、パワーインダクタ、シグナル等マグネティックスが４割

強、インバータが７割弱、オートモーティブが１割弱減少したため、売上高は1,585百万円に縮小いたしまし

た。営業利益は29百万円となりました。 

② 香港・中国 

 香港・中国はインバータが増加し、エイワ・香港が加わったものの、パワーソリューション、パワーイン

ダクタ、シグナル等マグネティックスが４割強減少し、オートモーティブも３割減と低迷したことから、売

上高は3,331百万円になりました。利益面では減収の影響を原材料費の低減、製造経費の削減で補い、営業利

益は632百万円を計上することができました。 

③ アセアン 

 アセアンはパワーソリューション、パワーインダクタ、シグナル等マグネティックスが減少した一方で、

インバータ、オートモーティブが堅調に推移し、エイワ・タイが加わったため、売上高は1,209百万円となり

ました。利益面では経費削減に努めたことから、営業利益は50百万円と黒字に転じてまいりました。 

④ 台湾・韓国 

 台湾・韓国はパワーソリューションが増加したものの、シグナルに加え、主力のパワーインダクタが大幅

に縮小したことから、売上高は152百万円になりました。経費削減に取り組んだものの、営業損益は8百万円

の損失を計上しました。 

⑤ 北米 

 北米はパワーソリューション、パワーインダクタ、シグナル等マグネティックスやオートモーティブに加

えて、VOGT製品が減少したため、売上高は634百万円となりました。減収を映し、営業損益は106百万円の損

失になりました。 
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⑥ 欧州 

 欧州は自動車業界を中心とした生産調整の実施でVOGT、STELCO、PANTAともに減少したことから、売上高は

3,155百万円となりました。大幅な減収から営業損益は333百万円の損失になりました。 

  

 なお、平成21年12月期第１四半期に係る連結経営成績に関する定性的情報については、平成21年12月期第１四半期

決算短信（平成21年５月13日開示）をご参照下さい。  

  

（１）資産、負債及び純資産の状況  

① 資産の状況 

 当第２四半期連結会計期間末の資産は、前連結会計年度末に比べて7,139百万円減少し、資産合計で

53,675百万円となりました。借入金の返済等により現金及び預金が減少したこと、在庫圧縮により商品及

び製品が減少したこと、のれんが償却により減少したこと等が主な要因です。 

② 負債の状況 

 当第２四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べて4,897百万円減少し、負債合計で

41,217百万円となりました。社債及び長期借入金が増加したものの、返済により短期借入金が減少したこ

と等が主な要因です。 

③ 純資産の状況 

 当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べて2,242百万円減少し、12,458百万

円となりました。これは主に前連結会計年度末に比べ、利益剰余金が4,162百万円減少したことによるも

のであります。 

 この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の22.7％から21.6%となり、１株当たり純資産額は718円04

銭から602円09銭となりました。 

 （２）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は第１四半期会計期

間末比664百万円減少し、8,558百万円となりました。  

 当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は841百万円となりました。税金等調整前四半期純損失を2,419百万円計上

したものの、減価償却費による現金流入が1,503百万円、たな卸資産の減少が2,223百万円等があったこと

によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は559百万円となりました。主な要因は有形固定資産の取得による支出が

393百万円あったものの、投資有価証券の売却による収入780百万円等があったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、3,864百万円となりました。長期借入金の借入3,900百万円、社債の発

行により3,421百万円の資金を調達したものの、短期借入金の返済1,650百万円、長期借入金の返済1,193百

万円、社債の償還8,040百万円、配当金の支払い289百万円等があったためであります。 

  

 当社グループを取り巻く事業環境は、年初を底に回復に転じた後、月を追う毎に拡大基調を強めています。 

コイルの月間受注数量（当月受注＝当月販売予定、VOGT、STELCO、PANTA、エイワ、モステックを除く）は過

去最高であった平成19年第４四半期の月平均178百万個から平成21年第１四半期は同72百万個と急激に縮小した

後、第２四半期は同107百万個と増加してきました。月次では４月91百万個、５月109百万個、６月121百万個と当

四半期末にかけて増加し、７月は14日現在で124百万個と高水準を維持しています。 

 今後につきましては、ヨーロッパが景気の最悪期を脱しているのに加え、世界同時不況の震源地であるアメリ

カの実質GDP成長率が第３四半期以降プラスに転じ、日本もアジア向け輸出の寄与で回復が見込まれています。

IMFの最新の見通しによれば世界経済は平成20年の3.1％増から平成21年は1.4％減とマイナス成長を経験した後、

平成22年は中国、インドを中心に2.5％増と再び拡大する模様です。世界の電子機器市場も主力のPC、携帯電話、

デジタルスチルカメラが足下で減少幅を縮小させた後、来年以降増加するものと考えられます。液晶テレビに加

えてエアコン、冷蔵庫、洗濯機等白物家電も中国、インド、オセアニア地域が今後の有望市場になる見込みで

す。 

 当社グループといたしましては、経営資源を機動的に有望分野へ集中させ、それぞれの分野での主力製品の製

２．連結財政状態に関する定性的情報

３．連結業績予想に関する定性的情報
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造・販売に力を注ぐとともに、次の市場の拡大期に備えた新製品の開発を進めてまいります。製造現場では原材

料費の抑制を実現すると同時に生産性向上による労務費抑制に引き続き取り組んでまいります。 

Ⅰ．アジア・パシフィック事業 

1．マグネティックス 

 マグネティックスではノートPC、HDDなど主力のPC及びPC周辺機器、フラットテレビ、デジタルスチル

カメラ、携帯型音楽プレーヤなど音響・映像機器、キーレスエントリー、TPMS（タイヤ空気圧監視シス

テム）、イモビライザーなど自動車機器、FA機器、魚群探知機、自動販売機など産業機器、トナーセン

サー、電話機、娯楽機器向けに注力いたします。 

2. オートモーティブ 

オートモーティブ事業では主力のABSコイルが従来の急ブレーキ時の車輪ロック防止用からタイヤの横

滑り防止用への採用増で自動車１台当たりの搭載点数が着実に拡大しています。既存顧客向けの製造・

販売に加え新規の大手顧客の開拓も強化いたします。キーレスエントリーは既存顧客のシェア拡大、新

規顧客の開拓に積極的に取り組み、ABSコイルに次ぐ大型製品への育成を目指します。直噴エンジン用イ

ンジェクションコイルはオートモーティブ事業のなかで第３位の売上規模に成長しています。主要顧客

向け納入シェア拡大に専念いたします。そのほか、カーエアコン、サスペンション、トランスミッショ

ン向けコイルを拡販する方針です。 

Ⅱ．ＥＵ事業 

 VOGTは自動車機器、通信機器、照明器具、産業機器、娯楽機器、家電、医療機器向けなど幅広い分野のコ

イル、トランス、各種モジュール、センサー等を主にヨーロッパ、アメリカ、中国向けに販売しています。

売上高の約60％を占めている自動車機器向け売上は、第２四半期から回復の兆しが見え、ドイツ、フラン

ス、イタリア、オーストリア等での新車買換え制度の波及効果が今後も見込まれることから回復基調が続く

見込みです。製造現場での生産性向上に取り組むと同時に、低採算製品の中国工場への生産移管を更に推し

進め、第３四半期以降営業黒字化を目指します。 

Ⅲ．環境・エネルギー事業 

 エイワ、モステックにつきましては、固定費削減を進めたことで損益分岐点が低下しているため、増収に

よる利益寄与が期待されます。今後既存ビジネスを着実に拡大すると同時に、太陽光・風力発電向けコイル

製品、ハイブリッド自動車・電気自動車向け各種トランス及び大電流コイル製品、産業用、通信機器向け一

次電源用トランス・コイルの開発を積極的に進めてまいります。また、７月に買収したコンコルドは家電、

産業機器、医療機器向けの高周波トランス及びリアクトル等を中心とした各種コイルの開発・製造・販売を

行っています。特に売上の約３割が医療機器向けであるため、当社グループにとっての新規分野への足掛か

りとなると同時に、同社のベトナムの製造拠点を利用したグループとしての低コスト生産体制の強化を目指

します。 

  

 なお、平成21年２月24日に公表しました平成21年12月期通期連結業績予想を、平成21年７月31日開示いたしま

した「2009年12月期連結業績予想の修正に関するお知らせ」において修正しております。 

 詳細につきましては「2009年12月期連結業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。  

  

該当事項はありません。  

  

① 固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっています。 

② 税金費用の計算 

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。  

  

 ① 事業の種類別セグメント情報における事業区分の変更 

 当連結会計年度より、従来製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分していましたコイルビジネス、

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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VOGTビジネス/コンポーネント事業及びVOGTビジネス/EMS事業という事業の区分を、事業実態をより適切

に反映するために、当社の最高経営意思決定機関が経営資源の配分や業績評価を行う際に用いるアジア・

パシフィック事業、ＥＵ事業及び環境・エネルギー事業という区分に変更しました。 

 ② たな卸資産の評価に関する会計基準の適用 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法によっており

ましたが、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７

月５日公表分）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

③ 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用 

 当連結会計年度より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務

対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,779 10,855

受取手形及び売掛金 8,501 8,305

商品及び製品 2,702 4,344

仕掛品 678 671

原材料及び貯蔵品 2,552 2,798

未収還付法人税等 458 719

その他 2,922 3,553

貸倒引当金 △26 △19

流動資産合計 26,566 31,226

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 12,188 11,157

機械装置及び運搬具 24,255 22,512

工具、器具及び備品 7,149 6,817

土地 1,786 1,744

建設仮勘定 316 460

減価償却累計額 △29,106 △26,035

有形固定資産合計 16,588 16,655

無形固定資産   

のれん 3,735 5,275

その他 1,236 1,370

無形固定資産合計 4,971 6,645

投資その他の資産 5,440 6,244

固定資産合計 26,999 29,544

繰延資産 110 44

資産合計 53,675 60,814
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,963 2,684

短期借入金 16,574 18,174

未払法人税等 201 129

その他 7,575 16,319

流動負債合計 27,313 37,306

固定負債   

社債 4,415 1,815

長期借入金 6,282 3,923

退職給付引当金 857 779

役員退職慰労引当金 0 32

その他 2,350 2,259

固定負債合計 13,904 8,808

負債合計 41,217 46,114

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,217 7,217

資本剰余金 7,030 7,030

利益剰余金 5,261 9,423

自己株式 △1,524 △1,524

株主資本合計 17,984 22,146

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 32 21

繰延ヘッジ損益 － △198

為替換算調整勘定 △6,448 △8,174

評価・換算差額等合計 △6,416 △8,351

少数株主持分 890 905

純資産合計 12,458 14,700

負債純資産合計 53,675 60,814
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 18,645

売上原価 15,991

売上総利益 2,654

販売費及び一般管理費  

運賃及び荷造費 240

従業員給料及び手当 1,528

減価償却費 284

研究開発費 602

その他 1,722

販売費及び一般管理費合計 4,376

営業損失（△） △1,722

営業外収益  

受取利息及び配当金 23

為替差益 71

デリバティブ評価益 180

その他 140

営業外収益合計 414

営業外費用  

支払利息 318

その他 71

営業外費用合計 389

経常損失（△） △1,697

特別利益  

固定資産売却益 3

投資有価証券売却益 189

特別利益合計 192

特別損失  

固定資産除売却損 5

事業構造改善費用 423

事業売却金額修正損 400

その他 86

特別損失合計 914

税金等調整前四半期純損失（△） △2,419

法人税等 △341

少数株主損失（△） △13

四半期純損失（△） △2,065
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（第２四半期連結会計期間） 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 10,066

売上原価 8,276

売上総利益 1,790

販売費及び一般管理費  

運賃及び荷造費 129

従業員給料及び手当 755

減価償却費 142

研究開発費 300

その他 841

販売費及び一般管理費合計 2,167

営業損失（△） △377

営業外収益  

受取利息及び配当金 9

為替差益 21

その他 58

営業外収益合計 88

営業外費用  

支払利息 179

デリバティブ評価損 136

その他 36

営業外費用合計 351

経常損失（△） △640

特別利益  

固定資産売却益 2

投資有価証券売却益 189

特別利益合計 191

特別損失  

固定資産除売却損 4

事業構造改善費用 344

事業売却金額修正損 400

その他 46

特別損失合計 794

税金等調整前四半期純損失（△） △1,243

法人税等 △257

少数株主利益 8

四半期純損失（△） △994
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △2,419

減価償却費 1,503

のれん償却額 147

支払利息 318

為替差損益（△は益） △144

投資有価証券売却損益（△は益） △189

事業構造改善費用 423

事業売却金額修正損 400

デリバティブ評価損益（△は益） △180

売上債権の増減額（△は増加） 99

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,223

仕入債務の増減額（△は減少） 134

その他 △1,675

小計 640

利息及び配当金の受取額 23

利息の支払額 △277

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 455

営業活動によるキャッシュ・フロー 841

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の払戻による収入 409

定期預金の預入による支出 △142

有形固定資産の取得による支出 △393

投資有価証券の売却による収入 780

投資有価証券の取得による支出 △86

貸付金の回収による収入 134

その他 △143

投資活動によるキャッシュ・フロー 559

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,650

長期借入れによる収入 3,900

長期借入金の返済による支出 △1,193

社債の発行による収入 3,421

社債の償還による支出 △8,040

配当金の支払額 △289

その他 △13

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,864

現金及び現金同等物に係る換算差額 520

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,944

現金及び現金同等物の期首残高 10,502

現金及び現金同等物の四半期末残高 8,558
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 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

  

 該当事項はありません。 

（４）継続企業の前提に関する注記
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当第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日～平成21年６月30日）  

  
当第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日～平成21年６月30日）  

（注）１．事業区分の方法 

 事業区分は、当社の最高経営意思決定機関が経営資源の配分や業績評価を行う際に用いる事業分類で区分

しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  

  

アジア・パ
シフィック
事業 
（百万円） 

ＥＵ事業 
（百万円） 

環境・エネ
ルギー事業 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                          

(1）外部顧客に対する売上高  10,365  6,680  1,600  18,645  －  18,645

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 274  237  0  511  △511  －

計  10,639  6,917  1,600  19,156  △511  18,645

営業利益又は営業損失（△）  252  △800  88  △460  △1,262  △1,722

  
  

アジア・パ
シフィック
事業 
（百万円） 

ＥＵ事業 
（百万円） 

環境・エネ
ルギー事業 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                          

(1）外部顧客に対する売上高  5,721  3,433  912  10,066  －  10,066

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 175  126  0  301  △301  －

計  5,896  3,559  912  10,367  △301  10,066

営業利益又は営業損失（△）  426  △319  149  256  △633  △377

区分 主な製品等 主要な使用例等 

アジア・パシフィック事業 
  

ＤＣ／ＤＣコンバータ用トランス、スイッチング

電源用トランス、ストロボ用発振トランス、ノイ

ズフィルターコイル、ＤＣ／ＤＣコンバータユニ

ット、パワーインダクタ、ＩＦＴ／ＲＦコイル、

キーレスエントリーアンテナコイル、ＡＤＳＬ用

モデムトランス、データ用ラインフィルター、ア

ンテナコイル、映像用フィルター、信号用インダ

クタ、ＲＦ－ＩＤ、四方弁コイル   
ＣＣＦＬ駆動用インバータトランス、ＣＣＦＬ駆

動用インバータユニット 
ＡＢＳコイル、インジェクションコイル、アンテ

ナコイル、センサーコイル、ノイズフィルター  
  

液晶ディスプレー、デジタルカメラ、デジタルビ

デオカメラ、ＨＩＤランプ、電話機、モデム、ド

アホン、ＡＤＳＬ、カーオーディオ、給湯器、Ｆ

Ａ機器、プリンター、ノートブック型パソコン、

自動車、エアーバッグ回路制御、ＨＤＤ、携帯電

話、ＭＰ３、プリンター、テレビ、セットトップ

ボックス、ハイブリッドＩＣ、アミューズメント

機器、デスクトップ型パソコン、コピー機（トナ

ーセンサー）、オーディオ機器、ＤＶＤ・ＣＤプ

レーヤー、アンテナ、トランシーバー、魚群探知

機、ポスシステム、ＶＴＲ、玩具、セキュリティ

ー機器、電子楽器、エアコン、液晶テレビ、ＬＣ

Ｄモニター、カーナビゲーション、デジタルカメ

ラ、アンチロックブレーキシステム（ＡＢＳ）、

スマートエントリーシステム、ＥＰＳトルク角セ

ンサー、ガソリン直噴エンジンインジェクタ、ガ

ラスアンテナ用ノイズフィルター、サスペンショ

ン、イモビライザーシステム、タイヤ空気圧監視

システム、電波時計 

ＥＵ事業 

  

アンテナコイル、センサーコイル・モジュール、

イグニッションコイル・モジュール、ノイズフィ

ルター、ｘＤＳＬスプリッターモジュール、ＤＣ

／ＤＣコンバータ用トランス 
パワーステアリング用制御ユニット、ＧＰＳアン

テナ、盗難防止用制御ユニット、ディーゼルエン

ジン用制御ユニット、パワーサプライ 

イモビライザー、キーレスエントリー、キセノン

ライト、ＨＩＤランプ、タイヤ空気圧監視システ

ム、ｘＤＳＬスプリッター、通信機器、産業・医

療機器、娯楽機器、照明器具 
パワーステアリング、ＧＰＳ、盗難防止装置、デ

ィーゼルエンジン 

環境・エネルギー事業 

  

高周波トランス、高周波チョークコイル、エッジ

ワイズコイル、スティックコイル、HDD用モーター

コイル 

液晶TV、OA機器電源回路、放送・電話基地局向け

電源回路、キーレスエントリー、HDD 

スミダコーポレーション株式会社（6817）　平成21年12月期第２四半期決算短信

- 14 -



３． 会計処理の方法の変更 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より、「たな卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表

分）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間

における営業利益が、アジア・パシフィック事業ので13百万円、環境・エネルギー事業で２百万円減少し

ております。 

 また、第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面

の取扱い」を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累

計期間における営業利益がアジア・パシフィック事業で20百万円増加し、ＥＵ事業で191百万円、環境・エ

ネルギー事業で３百万円、それぞれ減少しております。 

４．事業区分の方法の変更 

      第１四半期連結会計期間より、従来製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分していましたコイルビ

ジネス、VOGTビジネス/コンポーネント事業及びVOGTビジネス/EMS事業という事業の区分を、事業実態をよ

り適切に反映するために、当社の最高経営意思決定機関が経営資源の配分や業績評価を行う際に用いるア

ジア・パシフィック事業、ＥＵ事業及び環境・エネルギー事業という区分に変更しました。 

  なお、前連結会計年度における事業区分によった場合の当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連

結会計期間の事業の種類別セグメント情報は以下のとおりです。 

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日）  

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）  

  
  

コイルビジ
ネス 
（百万円） 

VOGTビジネ
ス/コンポ
ーネント事
業 
（百万円） 

VOGTビジネ
ス/EMS事業 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                               

(1）外部顧客に対する売上高      12,976     4,500       1,169      18,645    －      18,645

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
    277  237       0       514     △514     － 

計     13,253     4,737       1,169     19,159      △514      18,645

営業利益又は営業損失（△）     261      △545      △140      △424      △1,298       △1,722

  
  

コイルビジ
ネス 
（百万円） 

VOGTビジネ
ス/コンポ
ーネント事
業 
（百万円） 

VOGTビジネ
ス/EMS事業 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                               

(1）外部顧客に対する売上高      7,179      2,360       527      10,066    －      10,066

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
    177  126       0       303     △303     － 

計     7,356     2,486       527     10,369      △303      10,066

営業利益又は営業損失（△）     638      △287      △75      276      △653       △377
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当第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日～平成21年６月30日） 

  

当第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日～平成21年６月30日） 

 （注）１．地域は地理的近接度により区分しております。 

 ２．上記区分のうち、アセアンに属する地域の内訳はシンガポール、マレーシア及びタイであります。また、北

米に属する地域の内訳は米国及びメキシコであります。欧州に属する地域の内訳はドイツ、オーストリア、

スロベニア及びルーマニアであります。 

３．会計処理の方法の変更  

   「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会

計期間より、「たな卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）

を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間にお

ける日本の営業損失は15百万円増加しております。 

    また、第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当 

面の取扱い」を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結

累計期間における営業利益が香港・中国で20百万円増加し、アセアンで３百万円、欧州で191百万円それぞ

れ減少しております。   

〔所在地別セグメント情報〕

  日本
（百万円） 

香港・中国 
（百万円） 

台湾・韓国
（百万円）

アセアン
（百万円）

北米
（百万円）

欧州
（百万円）

合計 
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高                                              

(1）外部顧客に対する

売上高 
 3,002  5,951 254 2,027 1,193 6,218  18,645 － 18,645

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 661  3,873 0 64 109 113  4,820 △4,820 －

計  3,663  9,824 254 2,091 1,302 6,331  23,465 △4,820 18,645

営業利益又は営業損失

（△） 
 △92  594 △19 35 △132 △778  △392 △1,330 △1,722

  日本
（百万円） 

香港・中国 
（百万円） 

台湾・韓国
（百万円）

アセアン
（百万円）

北米
（百万円）

欧州
（百万円）

合計 
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高                                              

(1）外部顧客に対する

売上高 
 1,585  3,331 152 1,209 634 3,155  10,066 － 10,066

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 361  2,302 0 30 73 77  2,843 △2,843 －

計  1,946  5,633 152 1,239 707 3,232  12,909 △2,843 10,066

営業利益又は営業損失

（△） 
 29  632 △8 50 △106 △333  264 △641 △377
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 当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

（注）１．地域は地理的近接度により区分しております。  

２．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。 

（1）アセアン……シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ 

（2）北米  ……米国、メキシコ 

(3）欧州  ……イギリス、フランス、ドイツ、イタリア、オーストリア、ルーマニア、スロベニア 

(4) その他  ……インド、オーストラリア、ブラジル 

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 会計処理基準に関する事項の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成におけ

る在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号 平成18年５月17日)を適用しておりま

す。この結果、在外子会社の持つのれん等の償却を実施したことにより、当第１四半期連結会計期間におい

て、期首利益剰余金が1,808百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末において利益剰余金が5,261百万円と

なっております。 

〔海外売上高〕

  香港・中国 アセアン 台湾・韓国 北米 欧州  その他 計 

海外売上高（百万円）  2,878  2,051  489  1,512  8,602  97  15,629

連結売上高（百万円）                                18,645

連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 15.5  11.0  2.6  8.1  46.1  0.5  83.8

  香港・中国 アセアン 台湾・韓国 北米 欧州  その他 計 

海外売上高（百万円）  1,684  1,220  283  824  4,414  48  8,473

連結売上高（百万円）                                10,066

連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 16.7  12.1  2.8  8.2  43.9  0.5  84.2

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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「参考資料」 

前年同四半期に係る財務諸表 

（１）中間連結損益計算書 

  

  
前中間連結会計期間 

（自 平成20年１月１日 
至 平成20年６月30日） 

区分 金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        30,314  100.0

Ⅱ 売上原価        22,564  74.4

売上総利益        7,750  25.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費        5,657  18.7

営業利益        2,093  6.9

Ⅳ 営業外収益                  

１．受取利息及び配当金  72            

２．その他  87  159  0.5

Ⅴ 営業外費用                  

１．支払利息  232            

２．為替差損  627            

３．その他  66  925  3.0

経常利益        1,327  4.4

Ⅵ 特別利益                  

１．固定資産売却益  10            

２．投資有価証券売却益  1  11  0.0

Ⅶ 特別損失                  

１．固定資産除売却損  19            

２．構造改革費用  85            

３．その他  53  157  0.5

税金等調整前中間純利益        1,181  3.9

法人税、住民税及び事業
税 

 219            

過年度法人税、住民税及
び事業税  

 1,265            

法人税等調整額  △801  683  2.3

少数株主利益        13  0.0

中間純利益        485  1.6
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（２）中間連結キャッシュ・フロー計算書

  
前中間連結会計期間 

（自 平成20年１月１日 
至 平成20年６月30日） 

区分 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

税金等調整前中間純利益  1,181

減価償却費   1,688

固定資産売却益   △10

売上債権の増減額（△増
加額）  

 △530

たな卸資産の増減額（△
増加額）  

 437

仕入債権の増減額（△減
少額）  

 △443

その他   △1,651

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 672

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

有形固定資産の取得のよ
る支出  

 △1,549

有形固定資産の売却によ
る収入  

 175

投資有価証券の取得によ
る支出  

 △704

投資有価証券の売却によ
る収入  

 201

その他   1,470

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △407

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

短期借入金純増減額（△
減少額）  

 △1,195

長期借入金純増減額（△
減少額）  

 △773

配当金の支払額   △383

その他   976

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △1,375

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 △186

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額 

 △1,296

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 9,356

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末残高 

 8,060
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前中間連結会計期間（自 平成20年１月１日 至 平成20年６月30日） 

  

 なお、当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日）における事業区分によ

った前中間連結会計期間の事業の種類別セグメント情報は以下のとおりです。   

  

前中間連結会計期間（自 平成20年１月１日 至 平成20年６月30日） 

  

前中間連結会計期間（自 平成20年１月１日 至 平成20年６月30日） 

  

（３）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  
コイル事業 
（百万円） 

VOGTコンポー
ネント事業 
（百万円） 

VOGT EMS事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  19,269  10,197  848  30,314  －  30,314

(2）

  

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 395  84  3  482  △482  －

  計  19,664  10,281  851  30,796  △482  30,314

 営業利益  2,959  664  16  3,639  △1,546  2,093

  
アジア・パシ
フィック事業 
（百万円） 

ＥＵ事業 
（百万円） 

環境・エネル
ギー事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  17,227  13,087  －  30,314  －  30,314

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 434  75  －  509  △509  －

計  17,661  13,162  －  30,823  △509  30,314

営業利益  2,667  822  －  3,489  △1,396  2,093

〔所在地別セグメント情報〕

  日本
（百万円） 

香港・中国 
（百万円） 

台湾・韓国
（百万円）

アセアン
（百万円）

北米
（百万円）

欧州
（百万円）

合計 
（百万円） 

消去又 
は全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高                                              

(1）外部顧客に対する

売上高 
 4,584  9,547 533 1,361 2,791 11,498  30,314 － 30,314

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 502  6,312 21 0 53 89  6,977 △6,977 －

計  5,086  15,859 554 1,361 2,844 11,587  37,291 △6,977 30,314

営業利益又は営業損失

（△） 
 30  1,834 △3 15 △136 911  2,651 △558 2,093

〔海外売上高〕

  香港・中国 アセアン 台湾・韓国 北米 欧州  その他 計 

海外売上高（百万円）  4,865  1,416  773  2,789  15,774  106  25,723

連結売上高（百万円）                                30,314

連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 16.0  4.7  2.6  9.2  52.0  0.4  84.9
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2009年第２四半期ＣＥＯメッセージ 

  

 2009年前半を振り返ってみますと、昨年後半の米国発の金融危機を発端とした世界経済の同時不況が年を越え更に深

刻化する中で、製造業部門での需要の急激かつ大幅な落ち込みは１－３月期まで続きました。不況を象徴する出来事と

して、米国自動車業界のビッグスリーといわれたクライスラー、そしてＧＭが４月、６月にそれぞれ経営破綻した事

は、皆様の記憶に新しいことと思います。 

 その後、各国政府の景気刺激策が功を奏し、悪化の一途を辿っていた状況に３月以降は変化の兆しが現れ、４－６月

期には回復の傾向が各国の製造現場にも見て取れるようになって参りました。しかしその傾向が続くかどうかに関して

は様々な意見があり、本年後半への見通しは容易に安定回復するとは言いがたい状態です。そうした中で、各国政府・

企業は手探りで各種対応に取組んでいるというのが現状です。 

 IMF（国際通貨基金）も先般、世界経済の見通しの改定値を発表し、2009年度の世界経済の成長率は1.4%のマイナス

（４月発表時から0.1%下方修正）とした一方で、景気回復の傾向を認めつつ、2010年の世界全体での成長率見通しを

2.5%と４月発表時の1.9%から上方修正しています。 

 こうした環境下、電子部品業界では、在庫調整の一巡と国内外の景気刺激策により、３月以降はアジアを中心にPCや

通信機器等、コンシューマーエレクトロニクス分野で停滞していた事業が動き出し、現段階ではピーク時の7割程度まで

モノの動きが回復してきています。自動車関連部品分野では、政府刺激策の効果による一般小型車及び環境対応車の需

要がアジア・ヨーロッパ地域で急増したものの高級車分野では全く動きが起きず、マーケット全体としては依然として

ピーク時の50%で底を打った状態のままです。各国政府の懸命の景気刺激策の効果が部分的に現れ始めておりますが、全

体的な回復にはまだ時間がかかると思われます。 

 当社グループでは、３月以降アジア地域を中心に見られる受注回復の流れを確実に定着させるべく、固定費の削減を

通じ損益分岐点を引き下げ、より強靭な財務体質を築きながら売上の増加に注力してきました。そうした取組みによ

り、売上は１－３月期比17.3%増加の100億66百万円（前年同期比では35.0%減）となりました。損益面では、本年４－６

月期（第2四半期）はアジア・パシフィック事業と最近加わった環境・エネルギー事業分野では4月初めの見込み通り営

業黒字を回復しました。ＥＵ事業では自動車関連事業が主体のため、各種施策の効果は出ておりますが、損益をゼロに

戻すまでには及びませんでした。その結果、グループ全体の収益は、１－３月期に比し大幅に改善はしたものの売上が

損益分岐点を僅かに下回ったため、377百万円の営業損失となりました。 

 このように、私たちが身を置く電子部品業界では回復への光がようやく見え始めたという状況ですが、本年後半を展

望し、一日も早く業績回復の軌道に乗るべく、徹底したコスト削減と生産効率の改善に継続的に取り組む一方で、長期

的な視点に立った新規事業分野への取組みも精力的に行っています。先般グループ入りした「コンコルド電子工業」

は、当社が既に市場シェアを持つ産業・コンシューマーエレクトロニクス分野のほかに、今後成長が見込まれる医療機

器向け市場に早期に取組み、顧客基盤を持っており、新事業進出への重要な足がかりとなっています。 

 また今般「Global One Company」のスローガンの下、昨秋グループ入りしたエイワ、モステック、そしてドイツの

VOGT他グループ会社など世界中に広がるスミダグループ会社において、各国・地域の特長と弱点の洗い出しを行い、バ

ランスを考えた全体最適を追求し、かつ将来の大きな成長を促進する組織体制作りにも大胆に取り組んでおります。こ

うした様々な施策を通じて強化された経営財務体質により、下半期の営業利益の黒字化を達成し、来年度以降への足が

かりを得て、回復軌道を確実に進んで参ります。 

 当社グループは、産業革命以来のこの大転換期を大きなチャンスと捉え、より将来を見据えた強固な経営体制を構築

しつつ、今後も世の中のニーズに機敏に的確に対応・貢献することを通じて、コイルを核とした電子部品メーカーとし

て業界のリーダーの地位を確固たるものにしていきます。 

  

 最後になりましたが、去る2009年７月２日、当社創業者で当社グループ名誉会長を務めていた私の父である八幡一郎

が永眠いたしました。皆様方の故人への生前のご厚誼に改めてお礼を申し上げると共に、創業者が培ってきたスミダと

いう会社の礎を強化し今後益々発展させるため、グループ全従業員一同、一丸となって努力していく所存です。皆様方

には、今後ともより一層のご支援とご鞭撻を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。 

    

 

スミダグループCEO 八幡滋行

６．その他の情報
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（生産、受注及び販売の状況）  

(1）生産実績 

 （注） 金額は販売価格によっております。 

(2）受注実績 

(3）販売実績 

 （注） 生産実績、受注実績、販売実績の金額には消費税等は含まれていません。 

区分 
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

アジア・パシフィック事業（百万円）       8,992

ＥＵ事業（百万円）       6,479

環境・エネルギー事業（百万円）       1,532

合計（百万円）       17,003

区分 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間末 
（平成21年６月30日現在） 

受注高（百万円） 
受注残高 
（百万円） 

アジア・パシフィック事業       11,000       3,101

ＥＵ事業       7,258      2,294

環境・エネルギー事業       1,703      384

合計       19,961       5,779

区分 
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

アジア・パシフィック事業（百万円）       10,365

ＥＵ事業（百万円）      6,680

環境・エネルギー事業（百万円）       1,600

合計（百万円）      18,645
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